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I. はじめに
近年、社会福祉実践におけるエンパワメントの考え方が注目され、研究• 実
践の両方において普及・浸透してきている。従来の「病理・欠陥モデル」や
「パターナリズム」に基づいた利用者との関わりが批判され、「ストレングス視
点」を持って利用者を理解し、支援を展開することが求められている。そして、
そのような実践においては、「利用者とワーカーのパートナーシップの形成」
が重要な要件の一つとして位置づけられる。もはや「パートナーシップ・モデ
ル」というものが、対人援助サービスにおいては、むしろ規範となっている
(Darling, 2000)。しかし、実際の現場においては、「病理・欠陥モデル」や
「パターナリズム」を感じさせることが多く、利用者とワーカーとの関係も依
然として上下関係が残っているのではないだろうか。その傾向は、特に知的障
害を持つ利用者の支援において顕著である。そこで本稿では、筆者が行ってき
た、知的障害を持つ利用者の支援に携わるワーカーに対するスーパービジョン
等を振り返り、その中から見えてきた利用者ーワーカー関係の現状を明らかに
し、パートナーシップの形成を阻んでいる要因を探っていく。その上で、社会
福祉実践におけるパートナーシップの課題について考察する。
I. パートナーシップとは
(1) パートナーシップの定義
「パートナーシップ」という言菓を英英辞典で引くと、「共通に関心を持っ
ている活動を協働で行う人との関係…対等な地位にあり、自立性を持ち、相手
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に対して暗黙のまたは公式の義務を負う」 (AmericanHeritage Dictionary) 
と定義づけされている。これは「パートナーシップ」の一般的な意味であるが、
社会福祉実践においては「対等で友好な関係のもとの協働」という説明がされ
ている（岩間、 2002年、 p.198)。
(2) 社会福祉実践におけるパートナーシップの重要性
社会福祉実践においてはこのパートナーシップが重要視されてきており、
「平等主義に立った関係」として、「クライエントは、問題を抱える者ではなく、
資源Jとみなされる（グティエーレス他、 2000年、 p,12)。パートナーシップ・
モデルでは、クライエントの視点は重視され、サービス提供の基礎として活用
されるのである (Darling,2000)。そして、社会福祉基礎構造改革において
「対等な関係の確立」が謳われているのも、このパートナーシップを重んじる
援助観を反映したものと言えるであろう。
皿知的障害を持つ利用者に対するワーカーの関わり方における問題点
筆者がこれまでに知的障害者施設等の現場で見聞きした、ワーカーの関わり
方を検討すると、パートナーシップという観点からいくつかの問題点が見えて
くる。
(1) 利用者とワーカーの心理的な上下関係
パートナーシップの基本要素である「対等な関係」が形成されていないとい
う現状が見られる。利用者側は「援助を受ける存在」と自分を認識し、ワーカー
側は「援助を提供する存在」として自己規定しているようである。「援助を受
ける」とは、自分の弱さを認めることであり、「援助を提供する」とは、自分
の「援助できる力」を信じていることであると言える。このような両者の自己
認識を出発点とし、そこにすでに「心理的な上下関係」が存在するという印象
を受ける。この心理的距離をクリアすることがパートナーシップには不可欠で
あろうが、現実には決して容易にできるものではないように思われる。
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(2) 子ども扱いや弱者扱いをする利用者観
前述の心理的上下関係を表す行動面の一つの現象としては、ワーカーが知的
障害を持つ利用者を「～ちゃん」「～君」と呼ぶ習慣が挙げられる。あるいは、
命令口調になったり、いわゆる赤ちゃん言菓を使ったりと、対等な大人同士の
会話とは言い難い場面に出会うことが決して珍しくない。一人一人の利用者と
の個別的な関係を吟味していくと、呼称や言菓遣いそれだけを取り上げて問題
視することは、必ずしも適切ではない場合がある。例えば、その利用者が子ど
もの頃からワーカーが関わっており、昔の呼び方がそのまま今も続いているよ
うな場合である。しかし、そのような事情があったとしても、ワーカーは改め
て、大人としての利用者を支援する立場を意識し、自らの利用者観をふりかえ
る必要があろう。
(3) パターナリスティックな援助観
利用者を対象化し、「指導J「管理」「保護」しようとする、パターナリスティッ
クな援助観がよく見られる。例えば、「自分で食器を片付けてもらう」のでは
なく、「自分で食器を片付けさせる」という表現によく出会う。これは、利用
者の主体性に関わらず、「ワーカーは利用者の行動をコントロールしたり変容
させたりすることができる」という感覚から出ているのではないだろうか。
「～させる」という使役動詞は、対等な立場の人間同士では決して使わない表
現であり、ワーカーと利用者との間に上下関係が存在し、ワーカーが主体にな
り、利用者が客体（対象）になっていることを意味している。たとえそれが
「利用者の利益のための善意」から出たものであったとしても、利用者の主体
性を尊重していないという点で、再検討が必要であろう。
(4) ワーカーの価値観や施設・機関の都合を優先した関わり方
パートナーシップに基づく支援においては、利用者とワーカーとが支援の目
標や内容を一緒に考え、利用者の自己決定に基づいて支援の方向を決めるとい
う作業が求められる。しかし、知的障害を持つ利用者の場合によく見られる現
3 -
植戸貴子
象としては、ワーカーの価値観に基づく「望ましい状態」をめざした支援目標
になっていることが多い。「食器を片付けさせる」という支援を例に取ると、
利用者自身の「自分で食器を片付けられるようになりたい」という希望や目標
ではなく、ワーカーの「利用者は自分で食器を片付けられるようにならなけれ
ばならない」という価値観に甚づいて「指導」を行っている。また、厨房職員
の退勤時刻に間に合わせるために、「決められた時間内に食べ終える」という
目標が立てられていることもある。このように、支援者側の物差しが優先され
ているケースが決して少なくない。
(5) 情報や社会資源に対するアクセスの格差
パートナーシップを築くプロセスにおいては、利用者とワーカーとの間で、
知識や情報を共有することが董要である。知的障害を持つ利用者にとって、ワー
カーと同質• 同量の情報を持つことはあまり現実的ではないとしても、利用者
が自ら問題解決と自己実現を図るためには、情報の獲得が不可欠である。しか
し、利用者が理解できる形での情報提供のノウハウが十分に確立していないよ
うに思われる。また、社会資源へのアクセスに関しても、支援の初めの段階で
はワーカーが社会資源への橋渡しをすることになるが、利用者が少しずつ自分
で直接、社会資源にアクセスできるようになることが望ましい。ところが現実
には、社会資源ヘアクセスするための生活技術の向上に向けた支援が不十分で、
結果的に社会資源へのアクセスとパワーをワーカーが握ってしまっているので
はないだろうか。
N. 知的障害を持つ利用者に対する支援の具体的事例
筆者は過去数年間、知的障害者施設や障害者地域生活支援センター等のワー
カーを対象とした研修（事例検討）に、ファシリテーターとして関わってきた。
本稿では、そこで取り上げられた事例をふりかえることで、知的障害を持つ利
用者の支援に携わるワーカーが、利用者との間にどのような関係を取り結びつ
つ支援を展開しているかを検討していく。なお、以下に示す 5つの事例は、検
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討の対象となった数多くの事例のエッセンスを抽出して組み立てた架空の事例
である。ここで実際の事例を取り上げなかった理由は、事例を提供したワーカー
からも、当該利用者からも、事例として紹介することについて、事前に同意を
得ることができなかったためである。
(1) 事例 1
利用者Aさんは20オ代男性で、療育手帳Aを持ち、作業所に通っている。言
語理解能力が不十分で、簡単な「指示」に「従う」ことはできるが、複雑な内
容の説明は理解が難しい。 Aさんには作業所や通勤途上においで性的行動が見
られるが、作業所のワーカーが女性ばかりで、どのように対応してよいか分か
らず、言葉で説明しても分かってもらえないため、つい「だめ！」と一方的に
制止してしまうことが多い。
(2) 事例 2
利用者Bさんは30オ代男性で、療育手帳B1を持ち、グループホームで生活
しながら作業所に通っている。 Bさんとグループホームの世話人とは折り合い
が悪く、世話人と作業所のワーカーとの関係もうまくいっていない。世話人が
Bさんについていろいろな苦情をワーカーのところに持ってくることが増え、
ワーカーもそれに疲れ果て、ワーカーはBさんに他のグループホームに移って
もらうことを考え始めている。世話人の訴えに押されて気持ちのゆとりもなく
なっているため、 Bさんの希望を聞きながら一緒に問題解決に取り組むという
作業ができていない。
(3) 事例 3
利用者Cさんは40オ代女性で、療育手賑B2を持ち、家族と同居しながら、
通所授産施設に通っている。家族はCさんの一般就労を強く希望しており、ワー
カーは「Cさんを就戦させなければ」とプレッシャーを感じている。 Cさん自
身も一般就労したいと話し、作業能力もある程度身についてきている。しかし
一方で、遅刻・欠勤• 作菓場を離れる等の行動があり、ワーカーは「作業に対
する意欲がない」、「就労希望と言いながら、行動が伴わない」と考え、一般就
労の実現が難しいと焦りを感じている。
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(4) 事例 4
利用者Dさんは40オ代女性で、療育手帳B2を持ち、一緒に生活できる家族
がいないため、入所更生施設で生活している。理解カ・判断カ・コミュニケー
ション能力等が高く、生活面でもかなり自立している反面、他の利用者とのト
ラブルが絶えない。ワーカーは、自立度は高いが集団生活がうまくできないD
さんに、地域での自立生活を提案し、 Dさんもそれを希望した。しかし、住宅
の確保が難しく、親戚にも反対されたため、自立生活に向けての取り組みを諦
める結果となった。 Dさんは自信を失い、ワーカーに対しても不信感を抱くよ
うになっている。
(5) 事例 5
利用者Eさんは40オ代男性で、療育手帳Aをもち、家族と同居しながら作業
所に通っていた。自閉傾向が強く、家族との言葉によるコミュニケーションが
非常に難しかったため、さまざまなストレスがかかると家族に対して暴力的に
なるという問題が起き、家族の安全と休養の意味でショートステイを利用した。
Eさんはその環境になじめず、家に帰りたいと思っていたようであるが、家族
の強い希望により、ワーカーは入所先を探し、結果的に他施設へ正式に入所し
た。
V. パートナーシップ形成の阻害要因
(1) パートナーシップ形成に関する先行研究
パートナーシップ形成については、すでに数多くの研究者たちがその要素や
阻害要因等を指摘している。例えば、和気は以下の項目をパートナーシップ形
成の阻害要因として列挙している（和気、 2003年）。
①参加者の合意の未確立
②役割の不明確
③不適切な目標、方法、技術
④未熟なリーダーシップ
⑤コミュニケーション不足
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⑥役割の不遂行
⑦相互不信
⑧アンバランス
⑨規範からの逸脱
利用者とワーカーとが、対等な信頼関係と合意に基づき、コミュニケーショ
ンを取りながら、それぞれの役割を果たしていくことが重視されており、それ
ができないことか、パートナーシップ形成を阻むと考えられている。
(2) 知的障害を持つ利用者とのパートナーシップ形成
先に挙げた事例をもとに、先行研究も参考にしながら、特に知的障害を持つ
利用者とのパートナーシップ形成について考えてみる。このようなパートナー
シップ形成を阻害するであろう要因を挙げると、以下のように分類できるので
はないか（表 1)。
①利用者の個人的要因
これは、利用者の理解能カ・判断能カ・コミュニケーション能カ・自己決定
能カ・社会生活技術等、利用者自身が持つ能力や技術、あるいは問題解決に向
けてのモティベーションなどである。さらに、利用者が現在持っている、解決
すべき課題の緊急性や深刻度等も、利用者側の要因と考えてよい。利用者の障
害程度 (IQなどの知的レベル）そのものというより、日常生活・社会生活に
おける自立度や主体性が不十分であれば、パートナーシップ形成が難しくなる
と推測できる。ワーカーとの間で情報を共有したり合意を得たりといった作業
が困難になり、生活面での利用者の「保護」が優先されて利用者の意思に反し
た介人が必要になるからである。特に、目の前の問題が深刻で緊急的な解決が
必要な場合には、「利用者の利益の保護」が優先されたり、場合によっては
「周囲の人たちの安全・保護」のために、ワーカー主導によって物事が進んで
いく可能性が高いのではないだろうか。さらに、知的障害を持つ利用者の場合、
認知や理解といった側面での支援が必要であると同時に、これまで家庭・学校・
施設・地域社会においてパターナリスティックな関わりを受けてきたことから、
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「対等な関係」というものを本人自身がイメージしにくいことも考えられる。
「対等な立場になるための支援」を必要とする人と、いかに対等な関係を築く
かが問われることになろう。
先に挙げた事例を見てみると、事例 1において、利用者Aさんの言語理解力
が不十分という個人的要因により、「性的行動Jについての認識をAさんとワー
カーとの間で共有することが難しくなっている。その結果として、ワーカーが
一方的にAさんの行動を制止するという関わりになってしまっている。事例5
においては、利用者Eさんの自閉傾向やコミュニケーションの難しさが、問題
状況や支援目標を共有する作業を困難にし、パートナーシップ形成を阻害する
要因になっていたと考えられる。また家族に対する暴力という行動化という問
題の深刻さも、 Eさんとのパートナーシップ形成に基づく支援を難しくしたの
ではないだろうか。
②ワーカーの個人的要因
ワーカーの個人的要因とは、知的障害を持つ利用者に対するワーカーの利用
者観・援助観や、アセスメント・コミュニケーション・コーディネーション・
アドボカシー等の援助スキル等である。そもそも、ワーカーが知的障害を持つ
人を対等な存在として尊重する態度に欠け、障害に対して否定的なとらえ方を
していると、お互いを尊重し合い認め合いながら協働作業を進めることは無理
であろう。また、言葉による意思表示の難しい利用者の思いを引き出すコミュ
ニケーションスキルが備わっていなければ、利用者との間に適切な信頼関係や
パートナーシップ関係を構築することは期待できない。あるいは、利用者と家
族や他の関係者・関係機関との橋渡しをする際に求められるコーディネーショ
ンやアドボカシーのスキルが不十分なために、利用者の意向を反映したサービ
スの利用・調整・改善がうまく運ばないこともありうる。
事例 lの場合、利用者Aさんが自らの性的行動をどうとらえているかを十分
にアセスメントすることなく、ワーカーが一方的に「いけないこと」という価
値判断でAさんの行動を制止しようとしている。そして、言葉によるコミュニ
ケーションの難しいAさんに理解できるよう伝えていくというスキルも十分で
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はなかったと考えられる。事例 2では、利用者Bさんの立場でアドボケイトす
るという姿勢がワーカーには見られず、世話人に影曹を受けて利用者本位の立
場を忘れてしまっている。また、 Bさんと世話人との間の調整を行うスキルも
欠けていたのではないだろうか。事例3でも、利用者Cさんの「就労したい」
という言葉と、実際の行動のズレについての原因を適切に把握するアセスメン
トが十分にされないままに、 Cさんを「やる気がない」と否定的にとらえてし
まっている。
③利用者やワーカーを取り巻く環境的要因
環境的要因としては、家族等の利用者に対する見方や態度、施設や機関の利
用者支援の考え方や運営上の諸条件、社会資源の量や質、サービス提供の仕組
み等が挙げられる。ここでは、ワーカーが利用者と対等な関係で協働作業を進
めるための環境が整っているかどうかが問題になる。例えば、家族が利用者の
意思に反して利用者の生活をコントロールしようとしたり、施設が「集団処遇」
的な方針で運営され、個々の利用者の意思を尊重する姿勢に欠けていたり、利
用者の望む生活の実現に必要なサービスが整備されていなかったりするという
状況が考えられる。このような場合、ワーカー自身が利用者と対等な関係で、
利用者と協働作業を進めたいと考えても、利用者の自己決定を尊重した支援の
方策が取りにくくなるのではないだろうか。
事例 1においては、作業所に男性職員がいないため、男性利用者の性的行動
に際して同性として共感や理解を示しつつ支援を進めることが困難であった。
事例 2では、グループホームと作業所とのサービス提供上の連携がうまくいっ
ていないことによって、ワーカーがパートナーシップを形成することが一層難
しくなったのではないかと考えられる。事例3においては、家族の強い意向が
ワーカーに大きなプレッシャーとなり、利用者とのパートナーシップが疎かに
されたと見ることができる。事例4において、自立生活が実現しなかった背景
に、もし社会資源の不足があったとすれば、それも環境的要因と言えるであろ
う。事例 5でも、利用者の正式入所を強く希望する家族の存在、利用者の希望
である在宅生活を可能にするためのサービスの不足等によって、利用者と一緒
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にじっくりと問題解決を考えることができなかったと思われる。
これら 3つの阻害要因を見ていくと、利用者側の個人的要因もある程度は関
係しているが、むしろワーカーの個人的要因や、環境的要因の方が、パートナー
シップ形成を妨げていることが多いということが分かる。しかし、筆者の印象
では、対等な関係を取り結び、利用者が自己決定していく支援がうまくいかな
い時、どちらかと言うと、利用者の問題に帰結してしまう傾向があるようであ
る。
VI. パートナーシップ形成の課題
(1) 実践の課題
知的障害を持つ利用者とのパートナーシップ形成における実践面の課題を考
えてみる。
①ワーカーの意識向上
まず、ワーカーがパートナーシップの意味や重要性を十分に認識することが
大切であろう。パートナーシップという用語は普及し、「エンパワメント」や
「ストレングス視点」という概念に比べると、「意味が分からない」という声は
あまり聞かない。しかしそれは、必ずしも「正しく理解している」ことを意味
するものではない。そこで、ワーカーがパートナーシップ形成について認識を
深めることから始めなければならない。「パートナーシップとは何か」「パート
ナーシップはなぜ重要なのか」「どのような関わり方をすればパートナーシッ
プに基づく支援と呼べるのか」等についての確認が必要であろう。
②ワーカーの利用者観・援助観の見直し
先の阻害要因の吟味からも明らかになったように、知的障害を持つ利用者に
対するワーカーの障害観• 利用者観・援助観が、パートナーシップ形成を左右
する場合がある。小田らは、「従来の伝統的な専門家と非専門家という関係で
はなく、対等なあるいはバランスの取れたパートナーシップ」と述べ、従来の
関係性を見直す作業の必要性を指摘している（小田他、 1999年、 p.53)。つま
り、ワーカーが日常の実践をふりかえり、その作業を通して自らの価値観や支
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援の視点を吟味することが求められているのである。「知的障害を持つ人たち
を、自分はどのようにとらえているか」「対等な市民として敬意を持って接す
ることができているかJ「援助するとはどういうことだと考えているか」等に
ついて、自らに問いかけてみることが大切である。
③パートナーシップ形成のプロセスについての分析• 理解
パートナーシップを阻害する要因はいくつかあり、それら複数の要因が相互
に作用しているものと思われる。パートナーシップが形成されていないことが
分かったら、なぜできていないかの分析と理解が必要であろう。この場合、一
人一人の利用者との支援について、個別に検討を重ねていかなければならない。
パートナーシップ形成のプロセスは、個別の利用者とワーカーとの間で起こる、
極めて固有なものだからである。支援のプロセスをふりかえって整理し、利用
者の個別的要因、ワーカーの個別的要因、環境的要因等について、細かくチェッ
クすることで、そのような分析や理解が可能になるであろう。
④パートナーシップ形成の阻害要因の除去・緩和
このように、ワーカーが意識をもち、自らの姿勢を見直し、パートナーシッ
プ形成を阻んでいる状況を把握し、阻害要因を取り除くことが求められる。し
かし、この阻害要因を取り除く作業は必ずしも容易なものではない。特に、利
用者の個人的要因は変えることが非常に難しい。例えば、自閉傾向があり、言
葉によるコミュニケーションかできない利用者の場合、言葉以外の視覚を使っ
たコミュニケーション手段を確立することが考えられるが、それには時間をか
けた関わりや周囲の協力も欠かせない。そこで「家族の理解•協力が得にくい」
という環境的阻害要因が存在すると、個人的要因の改善も一層困難となる。
そこで重要なのは、やはりワーカー側の個人的要因から出発することであろ
う。その際に大切なのは、自らの実践を反省しつつも、すべてを自分の至らな
さのせいだと考えて自分を責めてしまわないことである。ワーカーが自信やや
る気を失ってしまう危険性があるからである。その意味で、他の要因も関与し
ていることをきちんと認識することが望ましいであろう。熟練したスーパーバ
イザーによるスーパービジョンが受けられれば、ワーカーがサポートを得なが
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ら、自己覚知を進め、自らの実践を適切に評価し、利用者とのパートナーシッ
プ形成に取り組むことができるであろう。
加えて、ワーカーが所属する施設や機関の環境を改善することも不可欠であ
る。ワーカーが利用者の立場に立って、対等な関係を築いていくためには、そ
れを可能にする環境が必要である。施設や機関の利用者支援の理念や運営方針
が、そもそも利用者の主体性を尊重したものになっているか、ワーカーが時間
や気持ちにゆとりを持って利用者とじっくり関われるような体制になっている
か等が、運営・管理者側に問われている。
(2) 研究の課題
① 「パートナーシップ」の概念についての研究
先に述べたように、「パートナーシップ」という用語は、社会福祉の現場で
も頻繁に使われるようになっている。しかし、「それが実際何を意味するのか」
「どのような意義をもつのか」「どのように築いていけばいいか」等については
あまり議論がされていないように感じる。つまり、言葉だけぱ浸透しているが、
その概念についての理解が深まっていないのではないだろうか。パートナーシッ
プの概念をきちんと整理する研究が求められる。
②社会福祉援助における「パートナーシップ」のあり方についての研究
日常生活やビジネスにおいてもこの「パートナーシップ」という言葉は使わ
れているが、そのような場面でのパートナーシップの考え方が、そのまま社会
福祉の場面にも当てはまるものであろうか、という疑問も出てくる。パートナー
シップの定義の要素となっている「共通の関心事」とは、利用者の生活課題や
ニーズを指している。しかし、利用者とワーカーとでは、この課題の意味が異
なるのではないだろうか。利用者にとって、この課題とは、自分の生活・人生
の一部として、決して自分と切り離して考えることのできないものである。つ
まり、この課題を利用者は内側から見ているのではないか。一方ワーカーは、
この利用者の課題を自分の外に置かれたものとして見ているのではないだろう
か。もし、そのような違いがあるとすれば、それはパートナーシップの形成に
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どのような意味を持ち、どのような影響を与えるのであろうか。
一方、尾崎は「対等」という概念について、「お互いが異なる条件を持つこ
とを認め合い、さまざまな側面で『上になったり下になったり』する自由をも
てる関係Jと説明している（尾崎、 1994年、 p.147)。対人援助における「対等J
のあり方についての非常に示唆に富んだ指摘であると思う。このように、社会
福祉援助におけるパートナーシップのあり方についての吟味が、今後の課題と
して挙げられる。
③わが国における「パートナーシップ」のあり方についての研究
「パートナーシップ」という言葉が日本語に訳されず、英語をそのまま使用
していることからも分かるように、この概念は英語圏の社会から導人された概
念である。社会福祉実践における専門用語の多くが英語であるのと同様、この
概念が日本社会に真になじむものであるかどうかの検討も十分ではないようで
ある。従来から、欧米社会における利用者とワーカーとの関係のあり方を、そ
のまま日本社会に持ち込むことに対する疑問が繰り返し提示されてきている。
利用者や家族がワーカーを「先生」と呼ぶ日本文化において、「利用者とワー
カーが対等になる」とはどういうことかを、改めて問い直す必要があろう。ゎ
が国独目の「利用者ーワーカー関係のあり方」を追求する研究か求められる。
Vil. むすび
本稿では、知的障害を持つ利用者の支援をふりかえり、利用者とワーカーと
のパートナーシップという観点から両者の関係を見直してみた。今回の研究に
際しては、計画的にデータを集めて分析するという作業を行うことができず、
過去のスーパービジョン経験をもとに、すでにある資料を読み返すことで、支
援の実態を整理• 分析した。その意味で、研究としては必ずしも適切な手法と
は言えない。今後は、先行研究をより詳しく検討し、より計画的に実践からデー
タを収集していくことが必要だと考えている。
「利用者主体」の社会福祉援助が求められる今日、「パートナーシップ」の
概念はますます注目を集めると思われ、実践の中でも確実に実現していくこと
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が望まれる。わが国の社会福祉におけるパートナーシップの意味や、実践のた
めのガイドラインなどを確立することが必要であろう。そのことが、利用者の
エンパワメントにもつながっていくと思われる。
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表 1 知的障害を持つ利用者の支援におけるパートナーシップ阻害要因
利用者の個人的要因 ワーカーの個人的要因 環境的要因
事例 1 ・言語理解力の不足 •利用者の行動等に関 ・男性ワーカーの不在
するアセスメント能
カの不足
・ワーカーの価値判断
による利用者の行動
のコントロール
・コミュニケーション
能力の不足
事例 2 •世話人との軋礫から、 • 作業所とグループホー
利用者本位の視点の ムとの連携のまずさ
欠如
・コミュニケーション
能力の不足
・調整スキルの不足
事例 3 ・家族および利用者の ・家族からのプレッシャー
就労希望に関するア
セスメント能力の不
足
・家膀からのプレッシャー
から、利用者中心の
視点欠如
•利用者に対する否定
的な見方
事例4 • アセスメント能力の •利用者の自立生活を
不足 実現するための社会
• 自立支援の理念の利 資源の不足
用者への押しつけ
事例 5 ・言葉によるコミュニ ・コミュニケーション •利用者が家族と在宅
ケーションの困難さ 能力の不足 で暮らすために必要
• 自閉傾向 ・調整スキルの不足 な社会資源の不足
・家族に対する暴力
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